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AIC 税理士法人 

 

 

はじめに 
 

 

この小冊子は、これから、日本国内で事業を開始しようとされている皆様に、

日本国内の、主に税務、会計制度の概要をお伝えすることを目的として、可能な

限り最新かつ正確な情報に基づき､作成を行っております。 

 

 これからビジネスをスタートされようとしている方、すでにスタートされて

間もない方々の参考になれば幸いです。 

 

当小冊子は原則として2022年 4月末現在 の法令等を基に作成されています｡ 

 

なお、あくまでも一般的なガイドラインをお伝えするものなので､当小冊子に

基づいて行ったいかなる経済活動の結果についても､当法人では責任は負いか

ねますことをあらかじめご了承下さい｡ 

読者が何らかの経済活動を予定されている場合は､各方面の専門家にご相談

されることをお勧めいたします｡ 

 

なお､個別のご質問等に対しては､基本的に有料にてご対応いたします｡ 

お見積りは無料となっておりますので､お気軽にお問合せください｡ 

 

2022 年 5 月 

AIC 税理士法人 
 

〒107-0062 

東京都港区南青山 2 丁目 4-15  

天翔南青山ビル 413 号 

電話 050-71011932 

 

〒530-0002 

大阪市北区曾根崎新地 2-3-3 

桜橋西ビル 9 階 

電話 050—7101-1931 

 

info@aictax.com 

http://www.aictax.com 
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1. 設立 

1)組織形態 

1-1) 会社 

会社法のもとで企業の形態は､株式会社と持分会社(合名会社､合資会社､合同会社)

という 2 つに大別されます｡ 

形態による違いで特徴的なのは､会社債務に対する株主若しくは投資家の責任が

有限か無限か､また出資と経営が分離しているか一致しているかという点です｡ 

株式会社 

株式会社は日本で最も広く利用されています｡出資金額までの有限責任しか負わな

い株主から構成されており､株式会社の設立方法や､経営陣､会計､監査等については

会社法で詳細に規定されています｡ 

一般に株式会社は他の形態よりも事業を円滑に進めることができるとされ､金融面

や信用性の面でも有利といわれています｡ 

設立時の資本金に関する制限はなく､1 円のみの払込みでも設立できます｡ 

なお、外国人（非居住者）のみで、日本国内法人の設立が可能です。 

持分会社 

持分会社には、合名会社､合資会社､合同会社という 3 つの形態があります｡ 

株式会社では出資者(所有)と経営者(経営)が明確に分離されていますが､持分会社は出

資者が出資するだけでなく､業務執行も行ういわゆる所有と経営の一致を特徴としてい

ます｡ 

また出資者である社員が互いの人的信頼に基づいて形成される会社形態であるので､小

規模な事業に向いているといえます｡ 

合名会社､合資会社は旧商法から存在する形態で､内部自治が認められている､会社設

立手続が簡単であるなどのメリットがありますが､社員が無限責任であることなどから

現状ほとんど活用されていません｡ 

一方､合同会社は､持分会社のメリットを活かしつつ､社員の有限責任性を認めるなど､

合名会社､合資会社のﾃﾞﾒﾘｯﾄを補完した形態となっています｡ 

株式会社と合同会社の比較                             

形態 株式会社 合同会社 

出資者 株主 有限責任社員 

必置機関 株主総会､取締役 社員総会、社員 

業務執行者 代表取締役 等 業務執行社員 

資本金の最低限度 1 円 1 円 

定款の変更 株主総会の特別決議 総社員の同意 
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1-2)日本における支店 

登記等  

外国人投資家は外国為替法及び外国貿易法に基づく一定の書類を提出することによ

り､日本に支店を設置し､日本においていかなる商取引も行うことができるようになり

ます｡ 日本における支店も､日本の会社法の規定に従う必要があり､外国の法人が継続

して､商取引を行っていくには､日本における代表者(支店長)や事業の拠点を決定し､

これらを最寄りの法務局で登記しなければいけません｡ 

登記をすることによって日本国内での法人の存在が明らかになり､銀行で法人名義

の口座を開設することも可能になります｡ 

日本における代表者は、登記事項であり、日本の法律上､独力で支店の全ての活動を

行う権限が与えられます｡また､日本における代表者が変更される場合等には変更登記

が必要です｡ 

 

子会社への移行 

支店から子会社に組織変更することは法律的には可能ですが､時間と費用が必要と

なるため､注意深く検討する必要があります｡日本に子会社を設立し､支店の資産を子

会社に譲渡するという判断もありますが､外国の法人が日本で長期的に事業を行う予

定であれば､支店形態をとらず当初から子会社を設立するほうが望ましい場合もある

ことを考慮する必要があります｡ 

 

1-3)駐在員事務所 

駐在員事務所は法的な組織ではなく､また商業登記も必要ありません｡よって外国人

の投資家が日本の政府等へ何ら届出などをしなくても､事務所を開設することができ

ます｡    (ただし､外資系の銀行､証券会社､保険会社が日本において駐在員事務所を

開設する際には､財務省への報告が義務づけられています｡) 

駐在員事務所が駐在員を雇用する場合には､源泉徴収義務が発生するため｢給与支払

事業所等の開設届｣を所轄税務署へ提出する必要があります｡また社会保険加入の必要

性も生じてきます｡ 

なお､駐在員事務所は､法的な地位が無いため､商取引の契約当事者となることがで

きず､また銀行口座を開設することはできず､その活動は本店のための物品購入､本店

のための物品保管､その他本店の事業の補助となる活動(本店への情報収集､広告･宣伝

等)に制限されます｡ 

日本国内において収益を生まないため､日本の法人税等の課税はありませんが､上記

の制限を超える活動を行った場合には､課税が生じる場合があります｡ 

また駐在員事務所は営業経費に関する資金に限り無制限に持ち込むことができます｡ 
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このように駐在員事務所の活動や資金に制限があるのは､駐在員事務所を開設した

外国人投資家が､将来日本において支店または子会社を立ち上げるための一時的なも

のと考えられているためです｡したがって駐在員事務所で市場調査などを行ってから

支店や子会社へ移行するケースが一般的といえます｡ 

駐在員事務所は､その活動が営業活動にあたるのか外国の本社のための単なる予備

的かつ補助的な活動であるのかを､国税当局によって確認される場合があります｡営

業活動とみなされると､国内源泉所得については日本の法人税の対象となります｡ 

 

1-4)日本支店と子会社 

外国法人の日本支店と外国法人の子会社である日本法人の税法上の取扱いの主な

相違点は次の通りです｡ 

 

本店または親会社が負担した費用の計上 

日本支店の場合は､支店で稼得した利益に､外国本社で発生した費用のうち支店が

負担すべきものとして合理的に計算された金額を付替えた上で利益計算を行い､法

人税の申告を行うことは可能です｡ 

日本の子会社の場合は､一定の契約に基づき、マネジメントフィーやロイヤリティ

等の形で親会社に対する費用を計上することが可能です。 

 

配当金 

日本の子会社が国外株主に対して行う配当については､源泉所得税が控除される

のに対し､支店の(税引き後)利益を本店に送金する際には､源泉所得税が控除されま

せん｡ 

 

利子､使用料 

日本の子会社から外国親会社に対して支払われた利子や使用料は､その送金に際

して源泉所得税が控除されますが､不相当に多額の金額で無い限り､日本の子会社で

費用と認められます｡ 

一方､日本支店から外国の本社に支払われた利子や使用料は､一定の場合を除き費

用になりません｡日本支店が負担した利子や使用料が日本支店の設備購入のための

借入金利子であると証明できるような場合は費用として認められますが､その場合

は日本の子会社からの支払いの場合と同様に源泉所得税の控除が必要となります｡ 

 

法的性格 

支店は、外国企業の本店によって決定された業務を日本において行う拠点であり、

通常は単独で意思決定を行うことを予定されていません。法律上は支店固有の法人
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格はなく、外国企業の法人格に内包される一部分として取り扱われます。したがっ

て、一般的に支店の活動から発生する債権債務の責任は、最終的には外国企業に直

接帰属することになります。したがって、支店の法的責任が本店（海外）にも及ぶ

というリスクを避けたいのであれば、子会社の設立という手段がよいかもしれませ

ん。 

 

 日本支店 子会社 

費用の計上 合理的な金額であれば可能 同左 

配当金 源泉所得税の控除なし 源泉所得税の控除あり 

利子､使用料 原則として費用とならない 相当な金額であれば費用となる 

源泉所得税の控除あり 

責任の帰属 海外の本店にも及ぶ 子会社のみ 

 

外国法人の日本支店が得る所得の課税については、ＯＥＣＤモデル租税条約に沿って、

支店が本店から分離独立した企業であったとした場合に得られる所得のみを日本での

課税対象とする課税原則（「帰属主義」といいます。）が採用されています。 

帰属主義においては、支店の果たす機能や事実関係に基づいて外部取引、資産、リス

ク、資本を支店に帰属させ、また本支店間の内部取引を独立企業間価格で行われたもの

として認識する方法が採用されます。 

 

1-5)105％会社 

税法上の根拠規定はありませんが、日本で独立した会社を設立し、外国企業に対し

てサービス提供を行う場合には、例えば、総費用に対して 105％～110％程度のサービ

スフィーを計上するような会計処理が慣習的に認められることがあります。 

外国法人の日本子会社がこのスキームを使い、親会社にサービスフィーを請求する

場合、消費税法上このサービスフィーは輸出免税売上となり、消費税の還付請求がで

きる可能性があります。 

但し外国法人の支店がこのスキームを使い本店に対する売上を計上しても、その売

上高は内部取引とみなされるため、消費税の還付請求ができない場合があります。 
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2)設立時の届出 

税法上の届出は､会社や支店の設立後に所轄税務署に提出することが求められていま

す｡下記の表は特段の事情がない限り､会社と支店に共通の届出となります｡  

 

法人税関係(注1)                       

 

法人住民税関係(注3) 

(注 1)上記の他､消費税関係については別途届出書の必要な場合があります｡ 

（注 2）この申請の適用を受ける法人は、届出書を提出すれば、消費税についても申告期

限が延長の適用を受けることができます。 

(注 3)都道府県民税及び市民税それぞれについて提出が必要です｡ 

(注 4)自治体により異なり､設立日から 1 ヶ月以内が期限である自治体もあります｡ 

提出書類 添付書類 提出期限 

1.法人設立届出書(内国法人) 定款の ｺﾋﾟｰ  設立登記の日から2ヶ月以内 

2.外国普通法人となった旨の 

届出書(外国法人) 
定款(和訳文)のｺﾋﾟｰ 設置の日から2ヶ月以内 

3.青色申告の承認申請書 なし 

以下のうち早い方の日 

･最初の事業年度終了の日の前日 

･設立日から3ヶ月を経過した日の前日 

4.法人税の申告期限の 

延長の特例の申請書（注2） 
なし 事業年度終了の日 

5.給与支払事務所等の開設届出書 なし 
給与支払事務所開設の日から1ヶ月以

内 

6.源泉所得税の納期の特例の承認に 

関する申請書 
なし 従業員が10名未満となった時 

7.減価償却資産の償却方法の届出書 なし 最初の確定申告書提出期限 

8.棚卸資産の評価方法の届出書 なし 最初の確定申告書提出期限 

提出書類 添付書類 提出期限 

9.法人設立届 定款のｺﾋﾟｰ､登記簿謄本のｺﾋﾟｰ 設立の日から15日以内(注3) 

10.事業税及び住民税の 

申告期限の延長申請書 
なし 事業年度終了の日 
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2.法人税 

1)決算と申告 

1-1)事業年度 

会社の税法上の事業年度は､定款等によって定められた会計期間と同様です｡ただ

し事業年度は 12 ヶ月を超えることはできません｡また外国法人の日本支店は外国の

本店と同一の事業年度が税法上においても適用されます｡なお日本の会社の多くは 4

月から 3 月の 1 年間を事業年度としていますが、決算日は会社の意思で自由に選択す

ることができます。 

 

1-2)会社利益と課税所得 

税法上の会計基準は､日本で一般的に公正妥当と認められた会計基準に従うことと

なり､一度採用された会計基準は継続適用する必要があります｡会計上の税引き前利

益と税法上の課税所得は一致することが原則ですが､課税所得は､課税上の目的のた

めに､会計上の税引き前利益に一定の調整を加えて計算されます｡ 

例えば､下記の接待交際費､寄付金､役員報酬等が税法上の損金算入限度額を超えて

いれば､会計上の税引き前利益に加算して､課税所得を計算することとなります｡ 

 

1-3)申告と納付 

法人税の申告及び納税の期限は決算日から2ヶ月後となっています｡日本法人の場

合は通常1ヶ月､外国法人の場合は更に数ヶ月の申告期限の延長が可能ですが､これら

の期限までに国税当局に延長の申請書を提出しなければいけません｡ 

また新設法人を除き､事業年度が6ヶ月以上の会社は､一定の場合を除き事業年度の

最初の6ヶ月が過ぎる日から2ヶ月以内に中間(予定)申告を行う必要があります｡この

場合の納税額は､前年度の法人税額の50%(予定申告の場合)､または当期の6ヶ月間の

中間決算に基づく課税所得により見積もられた法人税額(仮決算による中間申告の場

合)となります｡ 

 

1-4)青色申告制度 

青色申告制度は､納税者が正確な帳簿記録に基づき申告することを奨励するために

設けられており､特別償却､各種準備金の設定､欠損金の繰越し（注）､欠損金の繰戻

し還付､租税特別措置法上の税額控除等の特典があります｡また､税務調査は上記の帳

簿に基づき行われることになります｡ 

この制度は外国法人も含めて､あらゆる納税者が利用できます｡納税者がこの制度

の適用を受けるためには､一定の帳簿組織を整備する必要がありますが､一度承認さ

れると､帳簿組織等に変更がない限りは無期限に有効です｡ 
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新設法人等は、設立日から3ヶ月以内、もしくは設立後最初の決算日のいずれか早

い日までに、青色申告の申請書を提出する必要があります。 

（注）欠損金は10年繰越せます。また控除年度における控除限度額は、中小法人

はその控除年度の所得の100%、中小法人以外は50％です。 

 

2)税率等 

2-1)法人税・地方法人税（国税） 

法人税法上の課税所得は会社の損益計算書の税引き前利益をもとに､必要な項目に

ついて調整を加えて計算されます｡ 

法人税額はこの課税所得に以下の法人税率を乗じて計算されます。 

また税額控除の適用がある場合には､上記の法人税額から一定額が控除されます｡ 

法人税(普通法人)の税率 

課税所得の区分 資本金1億円以下 資本金1億円超（注２） 

年800万円以下 15.0%（注１） 
23.2% 

年800万円超 23.2% 

（注１）2023 年 3 月 31 日以前に開始する各事業年度について適用される軽減税率です 

（本則は 19％）。また過去 3 事業年度の平均所得金額が年 15 億円を超える事業  

年度については、23.2%。 

（注２）資本金 1 億円以下で、資本金 5 億円以上の法人の完全子法人等を含みます。 

  （注３）法人税と合わせ、基準法人税額の 10.3％相当額の地方法人税が課税されます。 

 

2-2)法人住民税 

法人住民税(都道府県民税及び市民税)には､法人税額に応じて計算される法人税割

と資本等の金額と従業員の人数によって決定される均等割があります｡ 

法人税割は､各都道府県や市の税率を法人税額に乗じて計算し､複数の都道府県や

市に事業所が存在する場合には､その法人税割総額を各都道府県や市の事業所の人数

の割合で按分します｡ 
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法人住民税均等割(標準税率)  

資本金等の額 
市町村内の事業所

等の従業員数 

都道府県民税＋市町村民税(注) 

標準税率 東京都 大阪府大阪市 

50億円超 
50人超 3,800,000 3,800,000 4,600,000 

50人以下 1,210,000 1,210,000 2,010,000 

10億円超 

50億円以下 

50人超 2,290,000 2,290,000 2,830,000 

50人以下 950,000 950,000 1,490,000 

1億円超 

10億円以下 

50人超 530,000 530,000 660,000 

50人以下 290,000 290,000 420,000 

1,000万円超 

1億円以下 

50人超 200,000 200,000 225,000 

50人以下 180,000 180,000 205,000 

1,000万円以下 
50人超 140,000 140,000 140,000 

50人以下 70,000 70,000 70,000 

  （注）適用税率は各地方公共団体の条例で定められます。（標準税率よりも高くなる場

合があります） 

 

法人住民税法人税割（標準税率）    

市民税 道府県民税 

6% 1% 

  （注 1）適用税率は各地方公共団体の条例で定められ、標準税率よりも高率な場

合があります。 

（注2）資本金1億円超の法人等にはより高率な「超過税率」が適用されます。 

 

2-3)法人事業税・地方法人特別税 

事業税の課税所得は法人税の課税所得とほぼ同一ですが､一部相違する点がありま

す｡例えば､事業税では国外の固定的な施設を通して稼得した利益は課税所得に含ま

れません｡また海外投資等損失準備金勘定への繰り入れや､技術等海外取引に係る所

得の特別控除等も事業税では認められていません｡事業税の税率は各都道府県によっ

て定められ､所得の額に応じて税率が上がる仕組みになっています｡ 

また法人事業税の一部は、都道府県間の税源偏在の是正に対応するため､地方法人特

別税という国税として徴収し、各都道府県に再配分されています。 
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a)資本金１億円超の法人 

法人事業税(注1) 

付加価値割 資本割 所得割 

1.2% 0.5％ 1.0 

 

特別法人事業税 

基準法人所得割額（注3）の260% 

 

b)資本金１億円以下の法人 

法人事業税(注1) 

 年所得区分 所得割 

軽減 

税率 

400万円以下 3.5% 

400万円超800万円以下 5.3% 

800万円超 7.0% 

比例税率(注2) 7.0% 

 

特別法人事業税 

基準法人所得割額（注3）の37% 

 

(注 1)表中の各税率は標準税率です。各都道府県は制限税率（標準税率のそれぞれ

1.2 倍）を限度に条例で適用税率を定めます｡ 

(注2)3以上の道府県において事業所等を設けて事業を行う法人で､資本の金額また

は出資金額が1千万円以上の法人は､比例税率を適用します｡ 

(注 3)「基準法人所得割額」とは、標準税率により計算した法人事業税所得割の税

額をいいます。 

  

 

 

 

2-4)法人実効税率 

 上記の、法人税、地方法人税、法人住民税、事業税、特別法人事業税を合計した実

効税率は、以下のとおりです。 

 2022 年 4 月 1 日以後 

開始事業年度 

資本金１億円超（注） 29.74％ 
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資本金 

１億円以下 

年所得 400 万円以下 25.89％ 

年所得 400 万円超 800 万円以下 27.57％ 

年所得 800 万円超 33.58％ 

 （注）資本金 1 億円以下の法人で、資本金 5 億円以上の法人の完全子法人等を含みます。 

3)減価償却 

3-1)減価償却資産と減価償却 

事業などの業務のために用いられる建物､建物附属設備､機械装置､器具備品､車両

運搬具などの有形固定資産や､ソフトウェアなどの無形固定資産は､一般的に時の経

過等によりその価値が減っていきます｡このような資産を減価償却資産といいます｡ 

他方､土地や骨とう品などのように、時の経過により価値が減少しない資産は､減価

償却資産に該当しません｡ 

 減価償却資産の取得に要した金額は､取得した時に全額経費となるのではなく､その

資産の使用可能期間の全期間にわたり分割して経費としていくべきものです｡この使

用可能期間に当たるものとして法定耐用年数が定められています｡減価償却とは､減

価償却資産の取得に要した金額を一定の方法によって各年分の経費として配分して

いく手続です｡ 

 

3-2)償却方法 

有形固定資産の償却方法には定率法と定額法があり､会社は資産の種類毎に償却方

法を選択して､税務署に届出を行う必要があります｡納税者が減価償却方法の届出を

行わなかった場合には､法定償却方法である定率法が適用されることになります｡ 

建物・無形固定資産（1998 年 4 月 1 日以降に取得分）、建物付属設備・構築物（2016

年 4 月 1 日以降に取得分）は定額法のみ認められています。 

それぞれの方法による償却額の計算式は以下の通りです。 

 計算式 

定額法 取得価額×償却率 

定率法 

期首未償却残高×償却率（注 2） 

ただし、上記の金額が償却保証額(注 3)に 

満たなくなった年分以後は次の算式による。  

改定取得価額(注 4)×改定償却率（注 5） 

（注 1）2007 年 4 月 1 日以後事業供用の場合。 

（注 2）2012 年 4 月 1 日以後の取得資産とそれ以前の取得資産では異なる償却率が適用されます。 

      (注 3)資産の取得価額に当該資産の耐用年数に応じた保証率を乗じて計算した金額をいいます。 

(注 4)調整前償却額が初めて償却保証額に満たないこととなる年の期首未償却残高をいいます。 

(注 5)改定取得価額に対しその償却費の額がその後同一となるように当該資産の耐用年数に応じた 

償却率をいいます。 
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なお､固定資産を年度の途中で取得した場合は､実際に事業の用に供した月数分

のみ償却の対象となります｡また一定の固定資産には租税特別措置法上の特別償却

制度が設けられています｡ 

3-3)耐用年数 

法人税法においては､｢資産の種類｣｢構造｣｢用途｣別に法定耐用年数を詳細に定め､画一

的に取扱うこととされています｡ 

耐用年数が 1 年以内もしくは 10 万円未満の固定資産の場合は､取得した事業年度

の費用とすることができます｡ 

 

償却率表 (2012 年 4 月 1 日以降取得資産に適用)      

耐用

年数 

定額法 定率法 耐用 

年数 

定額法 定率法 

償却率 改定償却率 保証率 償却率 改定償却率 保証率 

2 年 0.500 1.000 - - 18 年 0.056 0.111 0.112 0.03884 

3 年 0.334 0.667 1.000 0.11089 19 年 0.053 0.105 0.112 0.03693 

4 年 0.250 0.500 1.000 0.12499 20 年 0.050 0.100 0.112 0.03486 

5 年 0.200 0.400 0.500 0.10800 21 年 0.048 0.095 0.100 0.03335 

6 年 0.167 0.333 0.334 0.09911 22 年 0.046 0.091 0.100 0.03182 

7 年 0.143 0.286 0.334 0.08680 23 年 0.044 0.087 0.091 0.03052 

8 年 0.125 0.250 0.334 0.07909 24 年 0.042 0.083 0.084 0.02969 

9 年 0.112 0.222 0.250 0.07126 25 年 0.040 0.080 0.084 0.02841 

10 年 0.100 0.200 0.250 0.06552 26 年 0.039 0.077 0.084 0.02716 

11 年 0.091 0.182 0.200 0.05992 27 年 0.038 0.074 0.077 0.02624 

12 年 0.084 0.167 0.200 0.05566 28 年 0.036 0.071 0.072 0.02568 

13 年 0.077 0.154 0.167 0.05180 29 年 0.035 0.069 0.072 0.02463 

14 年 0.072 0.143 0.167 0.04854 30 年 0.034 0.067 0.072 0.02366 

15 年 0.067 0.133 0.143 0.04565 40 年 0.025 0.050 0.053 0.01791 

16 年 0.063 0.125 0.143 0.04294 50 年 0.020 0.040 0.042 0.01440 

17 年 0.059 0.118 0.125 0.04038  

 

3-4)少額な減価償却資産の特例 

青色申告法人である中小企業者等（連結法人、常時使用する従業員数が500人を超え

る事業年度、過去3事業年度の平均所得金額が年15億円を超える事業年度は除きます。）

が30万円未満の減価償却資産（注）を取得した場合には､年間300万円を限度に､取得し

た事業年度の損金とすることができます｡ 
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また､10万円以上20万円未満の減価償却資産を取得した場合は､上記の償却方法に

よらず､取得価額の均等額を 3 年間で毎期同額ずつ残存価額ゼロまで償却する方法

（一括償却といいます）も認められます｡ 

（注）主要な事業として行われるもの以外の貸付用のものは除かれる予定です。（実施

時期は未定） 

4)損金不算入の費用 

4-1)接待交際費と寄付金 

法人税法上接待交際費や寄付金が費用と認められる範囲は制限されます｡ 

具体的には､ 

＊1. 期末資本金額が 1 億円以下の法人が支出する接待交際費については、800 万円までは

全額損金算入され、800 万円を超える部分について、その全額が損金不算入となります。 

＊2.資本金 100 億円超の法人を除き、交際費等のうち飲食のための費用に限りその 50％が

損金算入されます。 

（したがって中小法人については、*1 と*2 との選択適用が可能となります） 

また直接的な対価が無いにもかかわらず､会社が公的施設やその他の施設等に対し

て行った､経済的利益の贈与または無償の供与を税法上の寄付金といいます｡ 

寄付金の損金算入限度額は通常寄付金控除前の課税所得の0.625%と､期末資本金額

等の 0.0625%の合計額となります｡また､関連会社に対する､債権放棄や通常の率を超

えて支払われる利子なども､税法上は寄付金とみなされます｡ 

接待交際費や寄付金の損金算入限度額の計算上適用される期末資本金額は､外国法

人の日本支店の場合､外国法人の資産の額と日本支店の資産の額の比率を､外国法人

の期末資本金額に乗じたものとみなします｡ 

4-2)役員給与 

役員給与には税法上の損金算入限度額があります｡ 

取締役会の構成員は法人税法上の役員であり､うち使用人を兼務している使用人兼

務役員と､使用人には含まれない純粋の役員があります｡税法上の制限があるために､

使用人兼務役員の報酬は､使用人としての報酬と役員としての報酬に区分されます｡   

外国会社の日本における支店の代表者は､外国会社の取締役会の構成員でない限り､

通常は役員ではなく､使用人とみなされます｡ 

役員給与は通常損金算入できますが､不相当に高額な部分(実質基準)または定款や

株主総会で決議された報酬(形式基準)を越える部分は損金算入が認められません｡ 

また役員に対する賞与は税務署への事前届出等一定の要件のもと､損金算入が認め

られます｡上記の使用人兼務役員の使用人部分賞与は､他の使用人と同程度の金額で

あり､かつ同様の方法で支払われる場合は事前届出なしで損金として認められます｡ 

役員の給与には､有利な価格での資産の譲渡､役員社宅の供与､無利子のローン､債

務免除などの経済的利益も含まれます｡ただし上記の取引が妥当な金額で行われ､毎
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月固定金額であれば､賞与ではなく給与と認められ､損金算入が認められます｡ 

なお法人税法上、役員報酬額の変更は、年１回の定時株主総会の決議に基づき、事

業年度開始後３カ月以内に行われる場合のみ損金算入が認められます。したがってそ

れ以外の時期に変更が行われた場合は、その事業年度においてその変動した部分につ

いては損金不算入となります。 

5)グループ法人税制 

5-1)グループ法人税制の概要 

   企業グループの一体的運営が進展している最近の状況を踏まえ、実態に即した課税を

行う趣旨で 2010 年よりグループ法人税制が導入されました。 

グループ法人税制では 100％グループ内法人を、一つの法人のように捉えて課税する仕

組みがとられており、内容は大きく次の２つがあります。  

＊グループ内法人間の特定の取引を、内部取引のように捉える。 

＊グループ内法人の中小企業特例の適用可否基準に親法人の資本金の額を用いる。 

 

5-2) グループ法人税制の対象法人 

   グループ法人税制は、100％グループの完全支配関係にある法人間に適用されます。  

完全支配とは、直接または間接に 100％の株式を所有していることをいいますが、従

業員持株会やストックオプションにより保有される株式が、発行済株式（自己株式を除

く）の 5％未満の場合は、これらの株式を発行済株式から除いて判定します。 

また完全支配関係は、当事者間の完全支配の関係（いわゆる親子会社の関係）、当事者

間の完全支配の関係がある法人相互の関係（いわゆる兄弟会社の関係）を含みます。 

 

5-3)グループ法人税制の諸規定 

   グループ法人税制の対象法人に適用される規定には次のようなものがあります。 

＊資産の譲渡損益 

    一定の資産をグループ法人間で譲渡した場合に生じた譲渡損益は、将来その資産が

グループ外に譲渡されるまで繰り延べられます。 

＊寄付金、受贈益 

グループ法人への寄付金は全額損金不算入となり、グループ法人からの受贈益は全

額益金不算入となります。（ただし、個人株主を頂点とする 100％子会社間においては、

この規定は適用されません。） 

＊受取配当金の益金不算入額 

100％子会社株式等からの配当金は、負債利子を控除せず全額益金不算入となります。 

＊中小企業特例の不適用 

資本金１億円以下のいわゆる中小企業には以下のような特例が設けられていますが、

グループ法人税制の対象となる中小企業のうち、資本金 5億円以上の法人の 100％子会
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社である法人は、これらの特例が適用されません。 

たとえば外国親会社の 100％子会社は、その 100％親会社の資本金の円換算額が５億

円以上の場合、その子会社に特例が適用されないことになります。 

 

＜中小企業に適用される特例＞ 

法人税の軽減税率、特定同族会社の特別税率の不適用、 

交際費等の損金算入の特例、貸倒引当金の法定繰入率、欠損金の繰戻しによる還付 

 

5-4)出資関連図 

内国法人が100％ 子会社や親会社、あるいはグループ内の兄弟会社など、その内国法

人との間に完全支配関係がある他の法人を有する場合は、確定申告書に完全支配関係が

あるグループ内の最上位の法人または個人を最上位として、その出資関係を系統的に示

した図（以下、「出資関係図」といいます）を添付する必要があります。 

  出資関係図は期末時点の状況に基づいて作成し、出資関係を系統的に図示するほか、

グループ内の各法人の法人名、納税地、所轄税務署、代表者氏名、事業種目、資本金等

の額、決算期などの項目を一覧表示します。ただしグループ内の法人が多数である場合

には、これらすべての記載項目を記入することは困難なため、系統図とは別の様式で作

成して差し支えありません。以下は、出資関係図の作成例です。 
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6）法人税法上の優遇措置 

会社が設備投資した場合や雇用を拡大した場合などで一定の要件を満たすときは法人税

法において優遇措置が設けられています。主な優遇措置は以下のとおりです。 

優遇措置 対象法人 要件 優遇措置の内容 備考 

（１）中小企業投資

促進税制 （注１） 

中小企業者（注

２）である青色

申告法人で一

定の事業を営

む法人 

2023 年 3 月 31 日まで

に、新品の機械等を取

得等し、国内事業に供

用 

取得価額の 30％

の特別償却または

7%の税額控除（注

３、４） 

対象資産は、新品で取得

した一定の機械装置、車

両、ソフトウェアなどで、

単体の金額が一定額以

上のもの 

（２）中小企業経営

力強化税制 

中小企業者（注

２）である青色

申告法人で一

定の事業を営

む法人 

2023 年 3 月 31 日まで

に、対象資産を取得等

し、国指定事業に供用 

取得価額の 100％

の即時償却、また

は 7％（注５）の税

額控除。 

対象資産は、「中小企業

等経営強化法」の認定を

受けた経営力向上計画

に基づき取得された、生

産等設備を構成し、新品

かつ貸付け用ではない、

機械装置、工具、器具備

品、建物付属設備、ソフ

トウェアで、一定金額以

上のもの。 

（３）中小企業向け賃

上げ促進税制 

青色申告法人

である中小企

業者 

2022 年 4 月 1 日～

2024 年 3 月 31 日開始

事業年度について、国

内雇用者に支払った給

与が前年度に比べ１．

５％以上増加 

前年度からの給与

等支給増加額の

15％（一定の場合

上乗せあり）の税

額控除（注４） 

 
 

 

（４）大企業向け賃上

げ促進税制 

青色申告法人 

（中小企業者も

含む） 

2022 年 4 月 1 日～

2024 年 3 月 31 日開始

事業年度について、継

続雇用者（雇用保険一

般被保険者に限る）に

支払った給与が前年度

に比べ 3％以上増加 
 

原則として、国内雇

用者に対する給与

等支給増加額の

15％（一定の場合

上乗せあり）の税

額控除（注４） 
 

 

 

 

（注１）過去 3事業年度の平均所得金額が年 15 億円を超える事業年度においては適用できません。 
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(注２)資本金額が 1億円以下の法人。ただし、同一の大規模法人（資本金額が 1 億円を超える法人等）に発行

済株式の 2 分の 1 以上を所有されている法人及び 2 以上の大規模法人に発行済株式の 3 分の 2 以上を所

有されている法人は除きます。 

（注３）税額控除は資本金額が 3,000 万円以下の法人のみ選択可能です。 

（注４）その事業年度の法人税額の 20％を限度とします。 

（注５）資本金額が 3,000 万円以下の法人は「10％」 

 

 

 

7）移転価格税制に係る新文書化制度 

    原則大企業を対象として、国別報告書（ＣＢＣレポート）、事業概況報告書（マスターファイル）、

独立企業間価格を算定するために必要と認められる書類（ローカルファイル）の作成が、義務付け

られています。 

7-1）ＣＢＣレポート、マスターファイル 

直前会計年度の連結総収入金額が 1,000 億円以上の多国籍企業グループの最終親事業体や構成 

事業体である内国法人等が提出義務者となります。 

 7-2）ローカルファイル 

     国外関連取引を行った法人は、ローカルファイルを確定申告書の提出期限までに作成し、原則と

して７年間保存しなければなりません。(同時文書化義務)。 

     一の国外関連者との取引金額が 50 億以上、または無形資産取引が 3億円以上である場合に、同時

文書の作成・保存を行います。また、ローカルファイルの作成基準に該当しない場合も、税務調査

で要請があれば、作成と提出が必要です。 
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8）租税条約の概要 

 租税条約とは、「所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防止のために締約

される条約」をいい、主に国際間の事業に基づく取引や、配当、利子、著作権等の使用料と

いった投資取引などで発生する二重課税を解消するとともに、脱税を防止することを目的

としています。  

日本は 2022 年 4 月 1 日時点で、82 条約等、149 ヵ国・地域と締約しています。 
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3.法人のその他の税金 

1)消費税 

1-1)基本的な仕組み 

 消費税は、消費一般に広く課税するもので、ほぼ全ての国内における商品の販売、

サービスの提供と、保税地域から引き取られる外国貨物を課税対象とし、取引の各

段階で課税されます。 

 消費税は事業者に負担を求めるものではなく、事業者が販売する商品やサービス

の価格に含まれて次々と転嫁され、最終的に商品を消費し、またはサービスの提供

を受ける消費者が負担することになります。 つまり生産、流通の各段階で二重、

三重に課税されることのないよう、課税売上げに係る消費税額から課税仕入れ等に

係る消費税額を控除（注）し、税が累積しない仕組みになっています。  

 （注）2020 年 10 月 1 日以降に取得する一定の居住用賃貸建物に係る課税仕入れ等の

消費税額については、控除の対象から除かれます。 

  

 

1-2)消費税の課税対象 

課税取引 

消費税の課税対象は、「国内取引」と「輸入取引」に限られ、国外で行われ

る取引は課税対象にはなりません。 

国内取引の課税対象は、国内において事業者が事業として対価を得て行う資産

の譲渡若しくは貸付けまたは役務の提供に該当する取引です。 

輸入取引の場合は、保税地域から引き取られる外国貨物が課税対象となります。 

（海外からの電気通信役務の提供） 

国外事業者が、インターネットを通して日本国内の消費者又は事業者に対し

て提供する電子書籍、音楽配信などは、国内取引に区分される消費税課税取引と

なり、消費者向けの取引については、国外事業者が納税義務を負い、国内事業者

向けの取引については、購入を行った国内事業者が納税義務を負うことになり

ます。(リバースチャージ) 

 

輸出免税取引 

    課税事業者が国内から行った資産の輸出や、非居住者に対する役務の提供、

輸出取引として消費税が免除されます。 

    ただし、国内に所在する資産の運送・保管、国内での飲食・宿泊などは輸出

取引とはならず課税取引とされます。 

非課税取引 
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 消費一般に広く負担を求める消費税の性格から、課税対象としてなじまない 

ものや、社会政策的配慮から課税が適当でない取引は非課税とされています。 

具体的には、土地の譲渡及び貸付け、有価証券等の譲渡、金銭や仮想通貨など

支払い手段の譲渡、預貯金や貸付金の利子、郵便切手や商品券などの譲渡、行

政手数料、外国為替の手数料、社会保険の医療費、介護や社会福祉サービス、

学校の授業料や教科書代、住宅の貸付け（注）など１７項目が、非課税取引と

されています。 

（注）これまでは契約上明らかに居住用である場合に限り非課税取引とされて

いましたが 2020 年 4 月 1 日以降は、契約上貸付けに係る用途が明からでない

場合でも、貸付の状況から判断して明らかに居住用である場合は非課税取引と

されることになりました。 

 

不課税取引 

上記のいずれにも該当しないものは、消費税の適用外となる不課税取引で 

す。税金や給与、寄付金、損害賠償金などが含まれます。 

 

消費税の取引区分 

事業者が 

行う取引 

国内取引 
資産の譲渡等 

17 項目 非課税取引 

上記以外 
課税取引 

免税取引 

資産の譲渡等に該当しない取引 不課税取引 

国外取引 不課税取引 

輸 入 取 引 
非課税取引 

課税取引 

 

1-3)納税義務者 

消費税の納税義務者は、国内取引は、課税資産の譲渡等を行う事業者、輸入取

引は課税貨物を保税地域から引き取る者（事業者でない個人を含む）です。 

ただし基準期間(注1)の課税売上高が1,000万円以下の事業者は、免税事業者

（注2）となります。 

免税事業者は、課税資産の譲渡等を行っても、その課税期間は消費税が課され

ません。ただしその場合は課税仕入れ及び課税貨物に係る消費税額の控除もでき

ないため、輸出をメインとする業者や設立当初に多額の設備投資等を行う事業者

など、課税売上に対する消費税より課税仕入れに対する消費税の方が多額となる

見込みの場合は、あえて課税事業者選択届を税務署長へ提出し、課税事業者とな

ることにより、その差額分の消費税の還付を受けるという方法もあります。 
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（注 1）法人の場合は、原則としてその事業年度の前々事業年度をいいます。 

（注2）基準期間の課税売上高が1,000万円以下でも、特定期間（注3）の課税売上高が

1,000万円を超えた場合、消費税の課税事業者となります。（特定期間の課税売上

高に代えて、同期間の給与等支払額の合計額で判定することもできます）。 

（注3）法人の場合は、原則としてその事業年度の前事業年度開始の日以後6か月の期間を 

いいます。 

また新たに事業を開始した場合は、１年目と２年目は基準期間がないため、原

則として免税事業者となります。ただしその事業年開始日の資本金が1,000万円以

上である法人は、その課税期間の納税義務は免除されず、設立当初２年間は課税

事業者となります。３年目以降は基準期間が存在するので、原則通り基準期間の

課税売上高によって納税義務を判定します。 

 

1-4)消費税額の計算方法 

消費税の税率は、10%（国税7.8％、地方税2.2％）です。 

なお、酒類・外食を除く飲食料品及び週２回以上発行される新聞（定期購読契約に基

づくもの） は軽減税率8％（国税 6.24％、地方税1.76％）が適用されます。 

納付する消費税額は、「課税売上に係る消費税額－課税仕入れ等に係る消費税

額」で計算されます。「課税売上」とは、課税取引の売上金額と輸出取引等の免

税売上金額の合計額をいい、「課税仕入れ等」とは、国内における課税仕入と外

国からの課税貨物の引取価格の合計額をいいます。 

課税売上げに係る消費税額から控除する課税仕入れ等に係る消費税額（以下、

「仕入控除税額」といいます）の計算は、原則的な方法（原則課税）と、簡易な

方法（簡易課税）の２パターンがあります。 

 

1-5)原則課税の仕入控除税額 

原則課税により計算する場合の仕入控除税額は「課税売上割合」によって区分さ

れます。 

課税売上割合は次の式で計算します。 

「課税売上割合」＝「課税期間の課税売上高」÷「課税期間の総売上高」 

 

分母の「総売上高」は、国内における資産の譲渡等の対価の額（課税売上高＋

輸出売上高＋非課税売上高）の合計額、分子の「課税売上高」は、国内における

課税資産の譲渡等の対価の額（課税売上高＋輸出売上高）の合計額をいいます。  

「課税売上割合が９５％以上」、かつ、課税売上高が年間5億円以下の場合に

は、課税売上に係る消費税額から、課税仕入れ等に係る消費税額の全額を控除し

ます。 
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  一方、「課税売上割合が９５％未満」、または、課税売上高が年間5億円超の場

合には課税売上に係る消費税額から、課税仕入れ等に係る消費税額のうち、課税

売上に対応する部分のみが控除されます。したがって、次の（A）又は（B）の方

式で計算した仕入控除税額を、課税売上に係る消費税額から控除します。 

仕入控除税額 

課税売上割合が９５％以上 

かつ年間課税売上高が 5億円以下 
全額控除 

課税売上割合が９５％未満 

または年間課税売上高が 5 億円超 

個別対応方式で計算(A) 

一括比例配分方式で計算(B) 

 

(A)個別対応方式 

課税期間中の課税仕入れ等に係る消費税額のすべてを、「① 課税売上にのみ対

応する消費税」、「②  非課税売上にのみ対応する消費税」、「➂ ①と②の両方

に対応する消費税」、の３つに区分します。 

区分を行った上で、次により計算した金額が仕入控除税額となります。 

仕入控除税額 ＝ ① ＋（ ➂ × 課税売上割合 ） 

 

(B)一括比例配分方式  

課税仕入れ等に係る消費税額が、上記(A)の３つに区分されていない場合に適用

します。ただし区分されていてもこの方式を選択することはできます。 

  区分を行った上で、次の算式により計算した金額が仕入控除税額となります。 

仕入税額控除 ＝ 課税仕入れ等に係る消費税額 × 課税売上割合 

一括比例配分方式を選択した場合は、２年以上継続適用した後でなければ、個別

対応方式へ変更することはできませんので、少なくとも２年間を通していずれの方

式を選択する方が有利となるかを検討する必要があります。 

なお、個別対応方式から一括比例配分方式への変更に制限はありません。 

 

仕入税額控除を行うためには、課税仕入れ等の事実を記録した帳簿と、事実を証す

る請求書等の両方の保存が必要となります。両方の保存がない場合は、その取引につ

いては税額控除ができません。なお帳簿と請求書等は税率（10％・8％）ごとの区分

経理に対応したものが求められます（区分記載請求書等保存方式）。 

さらに、2023 年 10 月からは税務署長へ申請し登録（注）を受けた課税事業者から

交付された「適格請求書」等の保存が必要となります（適格請求書等保存方式）。 

 （注）登録申請の受付は 2021 年 10 月 1 日から開始しました。2023 年 10 月から登

録を受けるためには、2023 年 3 月 31 日までに申請書を提出する必要がありま

す。 
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1-6）適格請求書等保存方式（インボイス制度） 

2023 年 10 月１日から適格請求書等保存方式（インボイス制度）が導入されます。適

格請求書発行事業者（以下、「登録事業者」といいます。）のみが適格請求書（以下、

「インボイス」といいます。）を交付することができます。 

 

1-6-a)導入スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録事業者になろうとする事業者は登録申請書の提出が必要です。提出後、税務署か

ら登録番号などの通知が行われます。 

1-6-b)インボイスと区分記載請求書（現行）の違い 

インボイスとは売手が買手に対して、正確な適用税率や消費税額等を伝えるものです。 

具体的には、現行の区分記載請求書の記載事項（以下の①～⑤）に、⑥～⑧が追加され

たものをいいます。 

① 請求書発行事業者の 氏名又は名称 

② 取引年月日 

③ 取引の内容（軽減対象税率の対象品目である旨） 

④ 税率ごとに区分して合計した対価の額 

⑤ 書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称 

⑥ 登録番号 《 課税事業者のみ登録可》 

⑦ 適用税率 

⑧ 税率ごとに区分した消費税額等 

1-6-c)インボイス制度 

 インボイス制度では、売手である登録事業者は、買手である取引相手（課税事業者）

から求められたときは、インボイスを交付しなければなりません（また、交付したイン

ボイスの写しを保存しておく必要があります）。 

登録申請書は、 

2021 年 10 月１日 

から提出が可能です。 

2021 年 10 月 1 日 

2023 年 10 月１日から登録を受け

るためには、原則として、2023

年 3 月 31 日までに登録申請書を

提出する必要があります。 

2023 年 10 月 1 日から 

インボイス制度が 

導入されます。 

2023 年 10 月 1 日 2023 年 3 月 31 日 

区分記載請求書（現行） 適格請求書（インボイス） 
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買手は仕入税額控除の適用を受けるために、原則として、売手である登録事業者から

交付を受けたインボイスの保存等が必要となります。 

1-6-d)免税事業者 

免税事業者である法人及び個人は、登録事業者になることができないためインボイス

を発行することができません。従って買手が免税事業者から受け取った請求書について

は、買手の消費税申告の計算において仕入税額控除を行うことができません。（ただし

５年間の経過措置があります。） 

つまり免税事業者が、登録事業者になることを希望する場合は、課税事業者を選択す

る必要があります。 

 

1-7)簡易課税制度の仕入控除税額 

簡易課税制度とは、課税売上高から納付する消費税額を計算する制度です。 

  具体的には、課税売上高に対する消費税額に事業区分ごとの「みなし仕入率」を

乗じた金額が仕入控除税額となります。 

  原則課税のように実際の課税仕入れ等に係る消費税額は計算せず、課税売上高の

みから納付すべき消費税額を算出できる点で簡易な方法とされています。 

  基準期間の課税売上高が5,000万円以下で、かつ簡易課税制度を選択することをそ

の課税期間開始日の前日までに税務署長に届出済みであることが適用の要件です。 

簡易課税制度の事業区分とみなし仕入率 

事業区分 該当事業 みなし仕入率 

第一種 卸売業 90% 

第二種 小売業 80% 

第三種 製造業､建設業､鉱業､農林水産業等 70% 

第四種 飲食店業等、第一、二、三、五、六種以外の事業 60% 

第五種 金融・保険業､運輸通信業、サービス業(飲食店業を除く) 50% 

第六種 不動産業 40% 

 

事業区分が１種類の事業のみを営む事業者は、課税売上高にみなし仕入率を乗じ

た額が仕入控除税額になります。 

２種類以上の事業を営む場合は、課税売上を取引ごとに区分する必要がありま

す。区分を行っていない場合は、最も低い事業のみなし仕入率のみを用いて仕入控

除税額を計算します。したがって２種類以上の事業を行う事業者は、まず自分の会

社の事業区分を正確に判定した上で、取引ごとに区分処理しておくことが税額計算

を行う上で有利になります。 
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1-8)課税期間､申告･納付 

法人の課税期間は､原則事業年度と一致しますが､事前に届出ることにより、3 ヶ

月毎または 1 ヶ月毎に区切ることもできます｡ 

確定申告書は、課税期間の末日の翌日から２か月以内に税務署へ提出し、その申

告に係る消費税を納付することになります。(課税売上高がなく、かつ、納付する

消費税額もない場合は確定申告書の提出義務はありません。) 

直前の課税期間の年間税額が48万円を超える場合は、各中間対象期間の末日の翌

日から２カ月以内に中間申告と中間納付が必要になります。 

課税期間終了後､支払った税金が受取った税金を上回っている場合には､申告を行

えば､消費税は還付されます｡  

直前課税期間の確定税額 中間申告・納付回数 中間納付額 

4800 万円超 年 11 回 直前課税期間の確定税額の 12 分の１ 

400 万円超 年 3 回 直前課税期間の確定税額の４分の１ 

400 万円以下 48 万円超 年 1 回 直前課税期間の確定税額の２分の１ 

48 万円以下 中間申告・納付不要 

また各中間申告対象期間について仮決算を行う場合は、上記の前年度実績によ

る中間申告・納付に代えて、仮決算で計算した税額によって中間申告・中間納付

を行うことができます。前年度に利益がでたため前年度実績による納付額の負担

が大きい場合などに有効になります。なお仮決算で計算した税額がマイナスとな

っても還付を受けることはできません。 

中間納付があった場合は、確定申告の際に年間税額から中間納付税額の合計額

を控除します。 

課税貨物については、その課税貨物を保税地域から引き取ろうとする者が、税

関長に輸入申告書を提出し、その貨物に係る消費税額を納付します。 

  この消費税額は、上記1-5)の仕入控除税額の計算に含まれます。 

 

2)固定資産税・都市計画税 

毎年 1 月 1日現在において、土地、家屋、償却資産を有する法人、個人に課税されます。 

課税対象 土地・家屋 償却資産（注） 

納税義務者 1 月 1 日現在、所有者として法

務局に登記される個人、法人 

1 月 1 日現在において償却資産

を有している事業者 

免税点 土地 30 万円、建物 20 万円 150 万円 

税率 1.4%＋都市計画税(0.3%以下) 1.4% 

 

課税標準 

市町村が独自に評価した金額に

対し課税される。 

取得価額を基準にして、毎年定

率法により評価減した金額に対
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して課税される。 

申告期限 (申告不要) 1 月 31 日 

納付 4 月、7 月、12 月、2 月中に市町村の条例により納期が定められ、

普通徴収にて納付する。 

その他 住宅等は軽減の特例がある。 一括償却資産は対象外となる。 

 （注）中小企業者等が市区町村から先端設備等の導入計画の認定を受け、一定の機械装置、工具器具備

品、建物付属設備を 2023 年 3 月 31 日までに新規取得した場合には、各市町村の条例により、償却

資産税が 3年間、2分の 1から最大ゼロに軽減されます。 

 

 

3)事業所税 

人口 30 万人以上の都市等において、事業所の面積が 1000 ㎡超、または、従業員数 100 名超

の事業者に対して課税されます。概要は以下の通りです。 

税額    ：資産割  事業所床面積 1 ㎡あたり 600 円 

従業員割 従業員給与総額×0.25% 

申告期限 ：法人の場合には決算日から 2 カ月以内 

       個人の場合には 3 月 15 日 

納付期限 ：申告期限と同じ 

 

4)不動産取得税 

 売買等により、不動産(土地、建物)を取得した法人および個人に対して課税されます。

(登記の有無を問いません) 

課税標準   ： 取得した不動産の固定資産税評価額 

税率     ： ４％ 

免税点    ： 土地 10万円 

        建物 1戸につき23万円、その他1戸につき12万円 

非課税取引 ：  相続、法人の合併または分割による取得など 

※ 住宅用土地など、一定の要件を満たす場合には、税額が減額される場合があります。 
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4.人件費にかかわる税金と社会保険 

1)給与所得 

給与所得者には所得税が課せられます｡課税対象は､月給､賃金､役員報酬等､これらの

性質を有する対価です。また、金銭で支給された給与だけでなく、車、社宅、貸付金の

金利、扶養家族の学費、健康保険料・厚生年金保険料の個人負担分、医療費など、個人

的な物とみなされる費用を、雇用者が負担した場合には、現物給与として、給与に加算

して課税されるので、注意が必要です。 

ただし、毎月一定額までの通勤に係る交通費、業務による転勤の際の引越費用や、市

場金利以上での貸付金利子、居住者である外国人や非居住者のホームリーブに係る費用

（所定の回数まで）は、課税の対象となりません。 

また社宅については、賃貸料相当額を個人負担分として徴収していれば、課税の対象

とはなりません。（賃貸料相当額については、次ページの表をご参照ください。） 

 

給与所得控除額の速算表（2020 年以降） 

給与の総収入金額 
給与所得控除額 

千円超 千円以下 

0 1,800 
給与の総収入金額×40％-10 万円 

55 万円に満たない場合は 55 万円 

1,800 3,600 給与の総収入金額 x 30%+ 8 万円 

3,600 6,600 給与の総収入金額 x 20%+ 44 万円 

6,600 8,500 給与の総収入金額 x 10%+ 110 万円 

8,500  195 万円（上限） 
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2)社宅の取り扱い 

役員又は従業員が社宅を使用している場合には、会社が賃貸料相当額を本人から徴収

していない場合は、税務上、現物給与として取り扱われますので、通常は、賃貸料相当

額を給与から天引きします。賃貸料相当額は、土地・建物の固定資産税の課税標準額と

面積から、下記のように計算します。 

 

使 

用 

人 

賃
貸
料
相
当
額 

（建物の固定資産税の課税標準額×0.2％） 

＋ 

（12 円×建物の総床面積㎡/3.3 ㎡） 

＋ 

（土地の固定資産税の課税標準額×0.22％） 

課
税
対
象 

無償で貸与している場合 賃貸料相当額に課税 

個人負担分を徴収している場合 

（賃貸料相当額の 50％以上） 
非課税 

個人負担分を徴収している場合 

（賃貸料相当額の 50％未満） 
賃貸料相当額と個人負担分との差額に課税 

役 
 

 
 

 

員 
賃
貸
料
相
当
額 

豪華社宅 

床面積が 240 ㎡超で、 

豪華なもの（内外装、家

賃・取得価額が高価） 

時価 

小規模な 

住宅 

床面積が 132 ㎡以下 

（建物の耐用年数が 30 年

超の場合は、99 ㎡以下） 

（建物の固定資産税の課税標準額×0.2％） 

＋ 

（12 円×建物の総床面積㎡/3.3 ㎡） 

＋ 

（土地の固定資産税の課税標準額×0.22％） 

それ以外 

自己所有 

（建物の固定資産税の課税標準額×1％） 

＋ 

（土地の固定資産税の課税標準額×0.5％） 

借り上げ社宅 
実際の家賃の 50％と 

上記のいずれか多い金額 

課
税
対
象 

無償で貸与している場合 賃貸料相当額に課税 

個人負担分を徴収している場合 

（賃貸料相当額の 50％以上） 
賃貸料相当額と個人負担分との差額に課税 

個人負担分を徴収している場合 

（賃貸料相当額の 50％未満） 
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3)海外の役員への給与 

日本の会社から非居住者である取締役に支払われた給与は､その役務の提供が､海外

で行われていた場合でも､日本で稼得した所得とみなされ､日本で課税が発生します｡ 

 

4)各種控除 

4-1) 給与所得者の特定支出控除 

給与所得者については､上記の給与所得控除額の 50%を超える特定支出の額がある

場合には､申告によりその超える部分が控除されます｡ 

特定支出とは、通勤費､転勤に伴う転居費(旅費､宿泊費､荷物の運賃)､職務上直接必

要な研修費、資格取得費、図書費、衣服費、交際費 などです。 

なお職務上直接必要な図書費、衣服費、交際費を「勤務必要経費」といい、勤務必要経

費については 65 万円が上限です。 

特定支出については､給与支払者の所定の証明が必要で､また確定申告が必要です｡ 

 

4-2)保険料控除 

健康保険料や厚生年金の保険料等は全額控除することができます｡ 

また、生命保険料、介護医療保険料、及び個人年金保険料を支払った場合には、合計 12

万円を上限として控除することができます。（介護医療保険料については 2012 年以後に

契約した保険に適用）。 

地震保険料は 5 万円を上限として控除でき､10 年以上の長期の損害保険料で､満期

返戻金がある場合も最高 1 万 5 千円を控除することができます。ただし地震保険料控

除と長期損害保険料控除の合計額は 5 万円を上限としています｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

日本での会社設立と税金                              

 

32 

AIC 税理士法人 

4-3)人的控除 

配偶者や扶養者などの人的控除も､所得税も住民税も控除することができます｡そ

のうち主なものは下記のとおりです｡（注１）     

  主な人的控除（2020 年分以降） 

名 称 所得税の控除額 住民税の控除額 

基礎控除 48 万円 

ただし本人の所得が 2,400 万円超の

場合は、0～32 万円 

43 万円 

ただし本人の所得が 2,400 万円超の

場合は、0～29 万円 

配偶者控除 

（注２） 

本人の所得に応じ 

38 万円、26 万円、13 万円 

（配偶者が 70 歳以上の場合は、 

48 万円、32 万円、16 万円） 

本人の所得に応じ 

33 万円、22 万円、11 万円 

（配偶者が 70 歳以上の場合は、 

38 万円、26 万円、13 万円） 

配偶者特別控除 

（注２） 

本人及び配偶者の所得に応じ、 

1 万円～38 万円 

本人及び配偶者の所得に応じ、 

1 万円～33 万円 

扶養控除  

16 歳未満 対象外 対象外 

16 歳以上

19 歳未満 38 万円 33 万円 

19 歳以上

23 歳未満 63 万円 45 万円 

23 歳以上

70 歳未満 

（注３） 38 万円 33 万円 

70 歳以上 48 万円 38 万円 

（注１）給与の支払いを受ける居住者が、非居住者である親族について、上記の人的控

除を受ける場合は、給与支払い時や年末調整の際に、一定の「親族関係書類」若し

くは「送金関係書類」またはその両方を給与の支払者に提出又は提示する必要があ

ります。また確定申告の際にこれらの控除を受ける場合は、給与の支払者に既に提

出又は提示した場合を除いて、確定申告書に「親族関係書類」及び「送金関係書

類」を添付して提出、又は提出の際に提示する必要があります。 

（注２）配偶者控除と配偶者特別控除はいずれか一方のみ適用できます。また本人 

の所得が 1,000 万円を超える場合は、いずれの適用も受けることができません。 

（注３）2023 年以後は、30 歳以上 70 歳未満の国外に居住する親族は、留学生や 

障害者など一定の者を除き、扶養控除の適用対象外となります。 
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5)源泉所得税と給与計算 

給与所得者の給与は各月の源泉所得税の対象になっています｡ 

源泉徴収される所得税額は下記のような給与所得の源泉徴収税額表により､給与等の

金額､扶養者の人数によって決定されます｡（非居住者の場合は金額､扶養人数に関係な

く 20.42%の源泉所得税が課されます｡） 

なお所得税を適切に源泉徴収するため､給与所得者は給与の支払者を通して､税務署

に扶養控除申告書(扶養親族の氏名その他の詳細な情報を記載)を提出しなければなり

ません｡給与の支給に際しては、給与や通勤交通費等の支給項目と源泉所得税や社会保

険料等の控除項目をそれぞれ計算し、支給項目の合計から控除項目の合計を控除した金

額を支払います。 

 

給与所得の源泉徴収税額表 (2022 年分・抜粋) 

その月の社会保険料控除後の 

給与等の金額 
扶養親族等の数 

円以上 円未満 
0 人 1 人 2 人 3 人 4 人 

税額 

: : : : : : : 

338,000 341,000 11,610 8,370 6,720 5,110 3,480 

341,000 344,000 11,850 8,620 6,840 5,230 3,600 

344,000 347,000 12,100 8,860 6,960 5,350 3,730 

: : : : : : : 

-給与計算例- 

<前提条件> 

*役員以外、年齢 40 歳未満 

*扶養親族 3 名（妻、子供（16 歳以上 30 歳未満）2 名 

*その月の給与額（所得税、社会保険料等控除前）400,000 円 

*通勤交通費月額 20,000 円 

*社会保険料(下記、8-2)の料率） 

健康保険料 20,951 円、厚生年金保険料 37,515 円、雇用保険料 1,260 円 
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<源泉所得税の算出> 

社会保険料控除後の給与等の金額 ＝ 

400,000 円-20,951 円-37,515 円-1,260 円＝340,274 円 

上記の源泉徴収税額表にて、340, 274 円・扶養人数 3 人→源泉徴収税額 5,110 円 

  <給与明細例> 

  

 

 

 

 

 

 

 

（注）通常この他に月々の給与から個人住民税が控除されます。個人住民税

は、その年の所得に下記 5)の税率を乗じて年間額が計算され、原則として翌

年 6 月から翌々年 5 月の 12 か月間の月額給与において年間額の 1/12 ずつが

控除されます。控除された税額は会社を通じて市区町村に納付されます。 

    ※参考 

上記の給与計算例における社会保険料について、事業主と本人のそれぞれの

負担額は以下の通りとなります。                          （単位：円） 

 事業主 本人 

健康保険料 20,951（51.10/1,000） 20,951（51.10/1,000） 

厚生年金保険料 37,515(91.50/1,000) 37,515(91.50/1,000) 

雇用保険料 2,730(6.5/1,000) 1,260(3.0/1,000) 

労災保険料 1,260(3.0/1,000) - 

合計 62,456(152.10/1,000) 59,726(145.60/1,000) 

 

6)所得税率  

個人の税金は所得税と住民税から構成されています｡また､事業を行っている場合や

専門的職業に就いている場合には､さらに 3%から 5%の個人事業税が課されます｡ 

非居住者の場合､通常は上記のような各種の控除等は無く､原則 20.42%の源泉所得税が

控除され､課税関係も終了します。ただし所得の種類によっては､申告することで税率が

緩和されることもあります｡ 

また､日本の会社によって支払われた配当､利子所得､年金、賞金なども源泉所得税が

課されます｡ 

所得税は所得金額に応じて､下表のとおり 5%～45%の累進課税となっています｡ 

支給項目 控除項目（注）  

月額給与 400,000 健康保険料 20,951  

通勤交通費 20,000 厚生年金保険料 37,515  

   雇用保険料 1,260  

   源泉所得税 5,110 

 

      差引支給額 

合  計 420,000 合  計 64,836 355,164 
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 所得税率         

課税総所得金額 
下限金額に対する基本税額 超過額に対する税率 

超 以下 

 195 万円 0 5% 

195 万円 330 万円 97,500 円 10% 

330 万円 695 万円 427,500 円 20% 

695 万円 900 万円 636,000 円 23% 

900 万円 1,800 万円 1,536,000 円 33% 

1,800 万円 4,000 万円 2,796,000 円 40% 

4,000 万円  4,796,000 円 45% 

  （注）算出税額の 2.1%が別途復興特別所得税として課されます。（2037 年まで） 

 

個人の住民税は 道府県民税と市町村民税があり､それぞれに所得割と､均等割があり

ます｡ 所得割は､一律 10%（道府県民税 4%､市町村民税 6%)､均等割は､年間一人当たり

約 5,000 円（注）です｡ 

（注）大阪市在住の場合 5,300 円（府民税 1,800 円＋市民税 3,500 円） 

東京都在住の場合 5,000 円（都民税 1,500 円＋区市町村民税 3,500 円） 

 

7)申告と納付 

個人の所得税に関しても日本の税法は自主申告制度です｡ 

通常､納税者は確定申告書に収入と経費を記載して､自分で税額を計算､申告し､申告し

た金額を納付します｡ただし､その年中の給与等の収入金額が 2000 万円以下(この場合

は給与支払者による年末調整のみで課税関係が完了します)や､他の所得金額が 20 万円

以下である場合等一定の場合は､確定申告は不要です｡ 

また給与支払者から源泉所得税を控除された非居住者も､正しく控除されている限り

は確定申告を行う必要はありません｡ 

結婚した場合も合算で申告する必要はなく､その所得の種類毎に行えば足ります｡ 

前年度の所得税の確定申告及び申告額の納付は翌年の 2 月 16 日（注）から 3 月 15 日の

間となります｡（注）還付のための申告は、これ以前でも行えます。 

前年度に確定申告書を提出した人で､源泉所得税控除後の納税額が 15 万円以上の人

は､7 月 31 日､11 月 30 日までにそれぞれ､前年の納税額の 3 分の 1 ずつを､予定納税と

して納付することになります｡この予定納税や前払いした源泉所得税は､申告納税額が

その金額を下回っていれば､確定申告により還付されることとなります｡ 
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8)居住形態と課税所得の範囲 

個人は､その居住形態によってそれぞれの所得の種類毎に､所得税･住民税の税率が定

められています｡ 

非居住者(居住者以外を指し､日本国内に住所がない、または日本国内に居所が一年以

上ない個人)は､それが国内､国外のいずれで支払われたかに関わらず､日本で稼得した

所得に対して課税されます｡ 

しかし給与や報酬については､日本での滞在期間が年間 183 日を超えていないなどの

要件を満たしていれば､｢租税条約に関する届出書｣を所轄税務署長に提出することによ

り免税となります｡ 

居住者の中で､日本の国籍がなく､かつ､過去 10 年間のうち国内に住んでいた期間が

通算して 5 年以下であれば､非永住者として課税されることになります｡非永住者は､日

本で稼得した所得だけでなく､日本以外で稼得した所得のうち日本に送金されたものに

対しても､日本の所得税が課されます｡ 

非居住者･非永住者以外の個人はすべて永住者である居住者として課税されます｡ 

永住者である居住者は､全世界の所得が日本の所得税の適用を受けます｡ただし､日本と

外国の所得税が重複して課されている場合は､その分については税額の控除があります｡ 

 

居住形態の区分と居住形態に応じた課税所得の範囲 

 

国内源泉所得 国外源泉所得 

国内 

払い 

国外 

払い 

国内 

払い 

国外払い 

国内に送金された部分 国内に送金されない部分 

居

住

者 

永住者 

 課 

 

非永住者   税  

非居住者  非      課  税 
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9)社会保険制度 

日本の社会保険制度には､健康保険､介護保険､厚生年金保険､雇用保険､労災保険があ

ります。 

 

9-1)健康保険、介護保険、厚生年金保険  

健康保険は、会社員などとその扶養家族が病気やけがをしたとき、出産したとき、

亡くなったときに、必要な保険給付を行う制度です。 

介護保険は、国民が介護保険料を支払い、その保険料を財源として要介護者たちに

介護サービスを提供する制度です。 

また厚生年金保険は老齢、障害、死亡した場合に、国民年金の基礎年金に上乗せし

て、加入者に給付を行う制度です。 

健康保険・厚生年金保険は常時雇用されている従業員、報酬を受けて勤務する役員

であればすべて加入対象となります。また契約社員、パートタイマーなどの短時間労

働者でも、同様の業務をしている一般従業員に対して、1 日または 1 週間の所定労働

時間と１か月の所定労働日数の両方が概ね 4 分の 3 以上の場合は加入対象となりま

す。（従業員 501 人以上の会社は上記要件に該当しない場合も加入対象となる場合が

あります） 

介護保険は健康保険の加入者である40歳以上､65歳未満の方が加入者となります。 

上記の各保険料は、事業主と従業員がそれぞれ折半で負担します。従業員負担分は

基本的に毎月の給与（賞与）から天引きされ、事業主負担分と合わせて翌月末までに、

事業主が納付します。 

区分 
日本国籍 

の有無 

居所を有する

期間 

過去 10 年間のうち住所また

は居所を有していた期間の合

計 

居住形態 

住所あり 

有 

 

5 年超 
永住者 無 

有 
5 年以下 

無 非永住者 

住

所

な

し 

居所あり 

有 

引き続き 

1 年以上 

5 年超 
永住者 無 

有 
5 年以下 

無 非永住者 

 1 年未満 
 非居住者 

居所なし  
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9-2)雇用保険、労災保険 

雇用保険は、労働者が失業した場合や雇用の継続が困難な場合に、労働者の生活の

安定を図り、再就職を促進するため必要な給付を行う制度です。 

労災保険は、労働者の仕事中や通勤途上の負傷、仕事に起因する病気や死亡に対し

て、被災労働者や遺族を保護するため必要な保険給付を行う制度です。 

雇用保険は、役員を除く従業員は原則加入させなければなりません。契約社

員、パートタイマーなどの短時間労働者は、「31 日以上引き続き雇用されること

が見込まれ、かつ、1 週間の所定労働時間が 20 時間以上」の場合加入義務があり

ます。労災保険は、従業員を雇っていれば事業所として包括的に加入することに

なりますので雇用形態（正社員、契約社員、パートの別）によらず、全ての労働

者が加入対象となります。法人の代表者（代表取締役等）は加入できません。代

表者以外の役員も原則加入できませんが、従業員としての地位があり、労働者的

な性格があれば加入できる場合があります。また代表者の同居の親族も原則加入

できませんが、他の従業員と就業実態が同様であること、取締役等でないことを

条件に加入できる場合があります。 

 雇用保険料は事業主、従業員がそれぞれ定められた保険料率を負担します。従

業員負担分は基本的に毎月の給与（賞与）から天引きします。労災保険料は全額

事業主の負担です。 

保険料の納付は、事業主が４月から翌年３月までの１年間について、年間保険

料の計算を行い、事業主負担分と従業員負担分を合わせて毎年７月に（納付額が

一定額以上の場合は、７月、１０月、1 月の３回にわけて）納付します。 

標準報酬月額に対する保険料率（2022 年度） 

 保険料率 事業主負担率 従業員負担率 

健康保険料 102.20/1,000(注 1) 51.10/1,000 51.10/1,000 

介護保険料 16.40/1,000(注 1)  8.20/1,000 8.20/1,000 

厚生年金保険料 183.00/1,000  91.50/1,000 91.50/1,000 

雇用保険料 9.50/1,000(注 2) 6.50/1,000 3.00/1,000 

労災保険料 3.00/1,000 (注 3) 3.00/1,000 - 

(注 1)都道府県毎に若干異なります。表は 2022 年 3 月以降の協会けんぽ大阪支

部の料率です。 

(注 2)「一般の事業」の 2022 年 4 月～9 月の料率です。 

   「一般の事業」の 2022 年 10 月～2023 年 3 月の料率は事業主負担率が

8.50/1,000、従業員負担率が 5.00/1,000 となります。 
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(注 3)「その他の各種事業」の料率です。（料率は業種毎に異なります。） 

 

9-3)社会保障協定 

 概要 

国際的な交流が活発化する中、海外で働く人や将来を海外で生活する人が増

えていますが、海外で働く場合は、本国と派遣先国の両方の社会保障制度に加入

をする必要があり、保険料の二重負担の問題が生じます。また年金を受けるため

にはそれぞれの国の年金制度に一定期間加入することが要件である場合があり、

要件を満たせず結局保険料が掛け捨てになるもあります。 

社会保障協定は、これらの問題を踏まえて、「保険料の二重負担」の防止と、

「年金加入期間の通算」を目的として２国間で締結されているものです。 

日本は以下の国と社会保障協定を締結しています。（2022 年 2 月現在） 

ドイツ イギリス 韓国 アメリカ ベルギー フランス カナダ オーストラリア、オランダ 

チェコ スペイン アイルランド ブラジル スイス ハンガリー インド ルクセンブルク フ

ィリピン スロバキア 中国、フィンランド（署名済未発行  イタリア、スウェーデン） 

基本的に社会保障協定の内容は相手国に関わらず同様ですが、相手国の制度内

容によって取扱いが異なる箇所も多くあります。 

 

締結相手国別の社会保障制の概要（2022 年 2 月現在、抜粋） 

相手国 
二重加入防止の対象となる社会保障制度 

日本 相手国 

ドイツ、 

英国、韓国 
公的年金制度 公的年金制度 

アメリカ 

公的年金制度 

公的医療保険制度 

社会保障制度（公的年金制度） 

公的医療保険制度（メディケア） 

フランス 公的年金制度、公的医療保険制度、公的労災保険制度 

カナダ 
公的年金制度 

公的年金制度（ケベック州年金制度を除く） 

オーストラリア 退職年金保障制度 

中国 公的年金制度 公的年金制度（被用者基本老齢保険） 
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日本への派遣者が加入する制度 

*二重加入の防止 

派遣元国から日本支店に派遣された場合や現地企業に採用された場合は、

原則として日本の制度のみに加入します。 

ただし派遣元国から日本に 5 年以内の見込みで派遣される場合（以下、「一

時派遣」といいます。）は、例外的に引き続き派遣元国の制度のみに加入し、

日本の制度の加入は免除されます。日本の制度の免除を受けるためには、相

手国の制度に加入しており、かつ派遣期間中も相手国の事業所と雇用関係が

継続していることも要件となります。 

 当初見込んでいた就労期間を延長して日本で就労を継続する場合は、相手

国の事業主は免除期間の延長を申請することができます。 

 日本の制度の免除期間は原則 5 年ですが、特別の事情がある場合には延長

が認められることがあります。延長期間の上限は協定によって異なります。   

延長期間の上限を超える場合は、原則どおり日本の制度に加入します。 

 

一時派遣者が、日本の制度への加入免除を受けるには、まず相手国において 

相手国の制度への加入を証明する「適用証明書」の交付を申請し、交付を受け 

ることができれば、来日後に日本の年金事務所に証明書を提出します。 

なお日本の制度への加入免除を受けた一時派遣者に、日本に居住する配偶者 

や子がいる場合は、生計を維持していればその配偶者や子も日本の制度への 

加入免除を受けることができます。（配偶者、子が希望すれば届出により被 

保険者となることもできます。） 

*健康保険による海外療養費の支給 

日本の医療保険制度の加入者が、相手国で診療を受けたときは、日本国内

で保険診療を受けた場合に準じて海外療養費が支払われます。海外療養費の

請求は、加入する医療保険制度の保険者に対して行います。 

*国民年金の任意脱退制度 

相手国から日本に移住してきた人（国民年金の第 1 号被保険者になりうる
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人）が、相手国の年金制度の加入期間を有し、その期間と来日以後 60 歳到達

までの期間を合わせても日本の老齢年金の受給資格が得られない場合は、任

意脱退の承認を受けることができます。一方、過去に任意脱退の承認を受け

ている人が、社会保障協定による年金加入期間通算の制度を適用すると日本

の老齢年金の受給資格が得られる場合は、申し出により国民年金に再加入す

ることができます。 

 

9-4)短期在留外国人の脱退一時金 

日本で一定期間年金に加入した外国人が帰国する場合に一定の要件を満たせば、

国民年金／厚生年金の脱退一時金を受け取ることができます。詳しくは日本年金

機構の下記ＵＲＬをご参照下さい。 

https://www.nenkin.go.jp/international/english/lumpsum/lumpsum.files/A.pdf 
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5.附録 

公的相談機関等の連絡先 

JETRO 対日投資・ビジネスサポートセンター 

（IBSC） 

電話 東京 03-3582-4684  

   大阪  06-4705-8650 

http://www.jetro.go.jp/ 

Ｗｈａｔ ｉｓ “ｉｎｖｅｓｔ Ｔｏｋｙｏ”？ 
https://www.investtokyo.metro.tokyo.l

g.jp/jp/ 

東京開業ワンストップセンター 

電話 03-3582-4943 

https://www.startup-

support.metro.tokyo.lg.jp/onestop/jp/ 

財団法人対日貿易投資交流促進協会 

（MIPRO） 

電話 03-3989-5151 

http://www.mipro.or.jp/ 

大阪外国企業誘致ｾﾝﾀｰ（О－ＢＩＣ） 
電話 06-6944-6298 

http://o-bic.net/j/ 

IBPC 大阪 企業誘致ｾﾝﾀｰ 
電話 06-6615-5522 

http://www.investosaka.jp/ 

日本公認会計士協会 
電話 03-3515-1120 

http://www.hp.jicpa.or.jp/ 

日本公認会計士協会 東京会 
電話 03-3515-1180 

http://tokyo.jicpa.or.jp/ 

日本公認会計士協会 近畿会 
電話 06-6271-0400 

https://www.jicpa-knk.ne.jp/ 

日本税理士会連合会 
電話 03-5435-0931 

http://www.nichizeiren.or.jp/ 

東京税理士会 
電話 03-3356-4461 

http://www.tokyozeirishikai.or.jp/ 

近畿税理士会 
電話 06-6941-6886 

http://www.kinzei.or.jp/ 

国税庁ホームページ（英語版） http://www.nta.go.jp/english/index.htm 

財務省ホームページ（英語版） http://www.mof.go.jp/english/ 

 


